
鉱山保安法施行規則第４３条第１項の表６の
項下欄第３号の規定（電気事業法施行規則第
５２条第２項の要件）に係る承認申請書　　
平成　　年　　月　　日
　九州産業保安監督部長　殿
鉱山名
住　所
鉱業権者名　　　　　　　　　　　　　　　印
  鉱山保安法施行規則第４３条第１項の表６の項下欄第３号の規定（電気事業法施行規則第５２条第２項関係）により承認を受けたいので申請します。
	作業監督者を
外部委託する事
業場
（以下「当該事
　業場」）
	名称及び
所在地
	  ○○鉱山　○○砕鉱場
　○○県○○市○○　○－○－○

	
	電気工作
物の概要
	　最大電力　　　　　　　　○　ｋＷ

	
	
	　需要設備　　　　　　　　○　ｋＶＡ

	
	
	    　受 　　 電
	 　非常用予備発電装置

	
	
	    電力   ○kW
    電圧   ○V
	 　　 電力    ○kW
    　電圧    ○V

	委託契約
の相手方
	氏名及び
生年月日(名称)
	　法人の場合：○○株式会社
　個人の場合：氏名及び生年月日

	
	住　　　　　所
	　○○県○○市○○４－５－６

	
	主任技術者免状の
種類及び番号
	　　　　　　　　　

	委託契約を締結した年月日
	　　平成 ○ 年 　○ 月 　○　日


備考　１　主任技術者免状の種類及び番号欄は、委託契約の相手方が法人である場合は、省略すること。
　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
　　　３　氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合においては、署名は必ず本人が自署するものとする。

　　　　　　設　備　条　件　確　認　書（例）
　当事業場は、次の設備条件を満たしているため、委託契約の相手方が行う点検を隔月に１回以上とします。
事業場名
作成者名
	設　　備　　条　　件
	該当設備確認
	備考

	１
	構外にわたる高圧電線路がないもの
	
	

	
	柱上に設置した高圧変圧器がないもの
	
	

	
	高圧負荷開閉器（キュービクル内に設置するものを除く）に可燃性絶縁油を使用していないもの
	
	

	
	保安上の責任分界点又はこれに近い箇所に地絡保護継電器付高圧交流負荷開閉器又は地絡遮断器が設置されているもの
	
	

	
	責任分界点から主遮断装置の間に電力需給用計器用変成器、地絡保護継電器用変成器、受電電圧確認用変成器、主遮断器開閉状態表示変成器及び主遮断器操作用変成器以外の変成器がないもの
	
	

	２
	設備容量が１００ｋＶＡ以下のものであること
	
	


　注：１及び２の条件に適合していること。
　　　　　　設　備　条　件　確　認　書（例）
　当事業場は、次の設備条件を満たしているため、委託契約の相手方が行う点検を３ヶ月に１回以上とします。
事業場名
作成者名
	設　　備　　条　　件
	該当設備確認
	備考

	１
	構外にわたる高圧電線路がないもの
	
	

	
	柱上に設置した高圧変圧器がないもの
	
	

	
	高圧負荷開閉器（キュービクル内に設置するものを除く）に可燃性絶縁油を使用していないもの
	
	

	
	保安上の責任分界点又はこれに近い箇所に地絡保護継電器付高圧交流負荷開閉器又は地絡遮断器が設置されているもの
	
	

	
	責任分界点から主遮断装置の間に電力需給用計器用変成器、地絡保護継電器用変成器、受電電圧確認用変成器、主遮断器開閉状態表示変成器及び主遮断器操作用変成器以外の変成器がないもの
	
	

	２
	設備容量が１００ｋＶＡ以下のものであること
	
	

	３
	受電設備がキュービクル式であるもの（屋内に設置するものに限る。）
	
	

	
	蓄電池設備又は非常用予備発電装置がないもの
	
	

	
	引込施設に地絡保護継電器付高圧交流負荷開閉器又は地絡遮断器が設置してあるもの
	
	


　注：１、２及び３の条件に適合していること。

　　　　　　設　備　条　件　確　認　書（例）
　当事業場は、設備容量が１００ｋＶＡを超過する需要設備であって、次の設備条件を満足しているため、委託契約の相手方が行う点検を隔月に１回以上とします。
事業場名
作成者名
	設　　備　　条　　件
	該当設備確認
	備考

	１
	構外にわたる高圧電線路がないもの
	
	

	
	柱上に設置した高圧変圧器がないもの
	
	

	
	高圧負荷開閉器（キュービクル内に設置するものを除く）に可燃性絶縁油を使用していないもの
	
	

	
	保安上の責任分界点又はこれに近い箇所に地絡保護継電器付高圧交流負荷開閉器又は地絡遮断器が設置されているもの
	
	

	
	責任分界点から主遮断装置の間に電力需給用計器用変成器、地絡保護継電器用変成器、受電電圧確認用変成器、主遮断器開閉状態表示変成器及び主遮断器操作用変成器以外の変成器がないもの
	
	


	設　　備　　条　　件
	該当設備確認
	備考

	２
	低圧電路の絶縁状態の的確な監視が可能な装置を有するもの
	
	装置名
製造番号

	３
	非常用照明設備、消防用設備、昇降機、その他非常用に使用する設備への電路以外の低圧電路に漏電遮断器が設置してあるもの
	
	


　注：１の条件に適合し、かつ、２または３のいずれかの条件に適合していること。
２の場合は備考欄に絶縁監視装置の型式を記入すること。
３の場合は単線結線図を添付すること。

　絶縁監視装置等の設置に係る設備調査表（例）
　　　　　　　　　　　（Io方式の絶縁監視装置）
事業場名
                                                              作 成 者
	条　　件
	判定

	(1)変圧器の２次側において低圧電路のＢ種接地工事接地線を介して電路と大間に流れる漏れ電流（Io）の変化を的確に検知するものであること。この場合において検知する箇所は原則として変圧器のバンク毎とする。なお、装置の対象電路は、絶縁不良が無い定常状態においてのIoが十分小さいこと。
　電灯　　mA　　mA、動力　　mA　　mA、電灯・動力　　mA
	 適　・　否

	(2)漏れ電流が50mA以上に達した時、警報を発するものであること。
	 適　・　否

	(3)警報値に対する装置の許容誤差は、±10％以内であること。
	 適　・　否

	(4)警報が出た場合は、その警報を当該電気工作物の保安業務の委託契約の相手方に自動的に伝送し、かつ記録するものであること。
   300kVA以下の場合は、次のア及びイの条件でも可とする。
   ア．連絡する責任者が常駐する場所に（２）の警報を自動適に通報する装置を有していること。
   イ．連絡する責任者は、電話等により迅速に保安業務の委託契約の相手方に通報できる手段を有していること。
	 適　・　否

	(5)Io方式の絶縁監視装置から警報が出た場合における、当該電気工作物の保安業務の委託契約の相手方の対応は、次により行うこと。
   ア．警報が出たときは電気工作物の連絡責任者に連絡し、当該電気工作物の状態を確かめると共に、必要に応じ速やかに当該電気工作物の点検を行うこと。
   イ．（４）のイ．の場合であって、連絡する責任者から通報を受けた時の委託契約の相手方の対応は、（５）ア．に準じて行うものとする。
	 適　・　否

	(6)絶縁監視装置の点検は、設定値の確認及び試験釦による検知動作の確認、設定値における誤差の確認及び設置者側からの警報を委託契約の相手方に自動 伝送する場合の伝送試験を毎年１回以上行うこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　回
	 適　・　否



　絶縁監視装置等の設置に係る設備調査表（例）
                   （Igr方式の絶縁監視装置）
事業場名
                                                              作 成 者
	条　　件
	判定

	(1)商用周波数と異なる周波数の交流電圧を低圧電路のＢ種接地工事の接地線を介して加え、電路と大地間に流れる漏れ電流のうちから対地絶縁抵抗に起因する電流成分（Igr）のみを分離して計測する等、低圧電路の漏れ電流のうちから対地絶縁抵抗に起因する電流成分の変化を的確に検知するものであること。
	 適　・　否

	(2)対地絶縁抵抗に起因する電流成分が50mAに達したときに警報を発すること。
	 適　・　否

	(3)警報値に対する装置の許容誤差は、±10％以内であること。
	 適　・　否

	(4)警報が出た場合は、その警報を当該電気工作物の保安業務の委託契約の相手方に自動的に伝送し、かつ記録するものであること。
   300kVA以下の場合は、次のア及びイの条件でも可とする。
   ア．連絡する責任者が常駐する場所に（２）の警報を自動適に通報する装置を有していること。
   イ．連絡する責任者は、電話等により迅速に保安業務の委託契約の相手方に通報できる手段を有していること。
	 適　・　否

	(5)Igr方式の絶縁監視装置から警報が出た場合における、当該電気工作物の保安業務の委託契約の相手方の対応は、次により行うこと。
   ア．警報が出たときは電気工作物の連絡責任者に連絡し、当該電気工作物の状態を確かめると共に、必要に応じ速やかに当該電気工作物の点検を行うこと。
   イ．（４）のイ．の場合であって、連絡する責任者から通報を受けた時の委託契約の相手方の対応は、（５）ア．に準じて行うものとする。
	 適　・　否

	(6)絶縁監視装置の点検は、設定値の確認及び試験釦による検知動作の確認、設定値における誤差の確認及び設置者側からの警報を委託契約の相手方に自伝送する場合の伝送試験を毎年１回以上行うこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　回
	 適　・　否



絶縁監視装置（自動通報方式）
絶縁監視装置及び警報発生時の応動に関する説明書（例）
１．装置の構成
絶縁監視装置の構成は第１図のとおり。
受変電設備に設置する絶縁検出器（以下「検出器」という。）及び事務所等に設置して検出器からの信号を電話回線を使用して自動伝送する発信器及びその信号を受信する○○保安法人株式会社に設置してある受信機より構成される。
受信機で警報を受信した場合は３．「警報発生時の対応」により対応します。
	 受変電設備
	
	自家用事務所等
	
	ＮＴＴ等
	
	 ○○保安法人

	
	 検出器
 Igr,Io
	搬送
有線
	
	
	 発信器
	自動通報
	
	
	
	
	　受信機
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


                           第１図  連絡方式
２．各機器の性能
（１）Igr検出器 （対地静電容量の大きな自家用設置者に使用します。）
ア  変圧器のB種接地線に監視用の基準信号を注入し、対象電路からB種接地線に還流してくる漏洩電流を検出用変流器で検出し監視用信号成分を分離抽出します。
イ  抽出された信号成分を静電容量抑圧回路で抑圧し、対地絶縁抵抗に起因する電流を使用電圧に換算した後、警戒レベル警報（５０ｍＡ）、特別警戒レベル警報（２００ｍＡ）と比較し、それ以上の場合は警報表示ランプを点灯するとともに、発信器に警報信号を出力します。
ウ  警戒レベル警報に対する検出器の誤差は±１０％以内です。
（２）Ｉｏ検出器（対地静電容量の小さな自家用設置者に使用します。）
      ア  変圧器のB種接地線に設置した検出用変流器より検出される漏洩電流を整流増幅して、警戒レベル警報値(５０mA)、特別警戒レベル警報（２００ｍＡ）と比較し、それ以上の場合は警報表示ランプを点灯するとともに、発信器に警報信号を出力します。
イ  警戒レベル警報に対する検出器の誤差は±１０％以内です。
（３）発信器
　　　ア　検出器の信号を受信すると、自動ダイアルで○○保安法人の受信機を呼び出し、接続します。
　　　イ　受信機と接続された発信器は、検出器からの信号情報を受信機に伝送し、受信機が正常に受信したことを確認した後、電話回線を開放し送信を終了します。
（４）受信機
発信器からの信号情報を受信すると、受信日時、警報の状態及び自家用情報を表示するとともに、記憶装置に記録しブザー等で警報を知らせます。
受信信号の種類及び内容は第１表のとおりです。
第１表　　受信警報の種類
	種　　類
	警　　報　　内　　容

	警戒警報
	５０mA以上の漏洩電流が発生したことを示す

	特別警戒警報
	２００mA以上の漏洩電流が発生したことを示す


３．警報発生時の対応
　　自家用設置者に設置された発信器からの信号を当法人の受信機が受信した場合は、○○保安法人株式会社は第２表の対応基準により対応します。
　　　　　　　　　　第２表　　警報発生時の対応基準
	警報の種類
	対　　応　　基　　準

	警戒警報
特別警戒警報
	電気工作物の異常の有無を電話で確かめるとともに、必要に応じ速やかに電気工作物の点検を行う。


４．絶縁監視装置のメンテナンス
　　定期的に絶縁監視装置のメンテナンスを行い、常に正常な稼働状態を保つようにします。

　　　漏電遮断器の設置に係る設備調査表（例）
事業場名
                                                              作 成 者
	条　　件
	判定

	(1)
   ア．「非常用照明設備、消防設備、昇降機、その他非常用に使用する設備への電路以外の低圧電路に漏電遮断器が設置してある需要設備」に適合する電気工作物にあっては、日本工業規格JIS C8371（漏電遮断器）に規定する高速高感度形に適合する漏電遮断器を設置してあること。
  イ．幹線及び分岐回路の配線を人が直接触れる恐れが無いように施設した場合は、当該部分の定格感度電流を200mA以下とすることができる。
	 適　・　否



実務経歴証明書（例）
	（ふ り が な）
氏　　　　名
	　  あんぜん　たろう
　安全　太郎
	生年月日
	昭和○○年○○月○○日生

	現住所
	　○○県○○市○○　○－○－○

	勤務先および
役　職　名
	　


	期　　　間
	役職名
	職務の内容
	電気工作物の概要

	自
	至
	年数
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


　上記のとおり、電気事業法施行規則第５２条の２第２号イに基づく実務に従事した期間を証明致します。
平成　　年　　月　　日　　　　　　
住所   ○○市○○○○
証明人　○○株式会社
　　　　代表取締役　○○○○　○

試験装置貸出承諾書（例）
　　　　　　　　　　　殿
　貴殿の求めに応じ、下記の機材を貴殿に貸出しすることを承諾します。
	機械器具名称
	定格
	型式（製造番号）
	製造者名
	台数

	継電器試験装置
	
	
	
	

	絶縁耐力試験装置
	
	
	
	


平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸出し元の証明　印

外部委託承認申請データシート                平成　　年　　月　　日申請分
	
	
	      ○○保安法人株式会社

	 新設
 受電予定日　　　月　　　日
	 既設
 事業場№
	
	


 (1)添付書類                          (2)事業場概要
	 項　　　目
	 ｺｰﾄﾞ
	 ○印
	
	 項　目
	 内　　容
	

	 廃止報告(廃止新設)
	 690
	
	
	 (ﾌﾘｶﾞﾅ)
 設置者名
	
	

	 使用開始届出書
	 630
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 (ﾌﾘｶﾞﾅ)
 代表者名
	
	

	 主任技術者解任届出書
	 190
	
	
	
	
	

	 外部委託承認申請書
	 150
	
	
	 郵便番号
	
	

	 保安規程届出書
	 210
	
	
	 電話番号
	
	

	 保安規程変更届出書
	 221
	
	
	 担当№
	
	

	 名称等変更届出書
	 620
	
	   太枠内のみ記入してください


                                  キリトリセン
外部委託承認申請データシート                平成　　年　　月　　日申請分
	
	
	      ○○保安法人株式会社

	 新設
 受電予定日　　月　　日
	 既設
 事業場№
	
	


 (1)添付書類                          (2)事業用概要
	 項　　　目
	 ｺｰﾄﾞ
	 ○印
	
	 項　目
	 内　　容
	

	 廃止報告(廃止新設)
	 690
	
	
	 (ﾌﾘｶﾞﾅ)
 設置者名
	
	

	 使用開始届出書
	 630
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	 (ﾌﾘｶﾞﾅ)
 代表者名
	
	

	 主任技術者解任届出書
	 190
	
	
	
	
	

	 外部委託承認申請書
	 150
	
	
	 郵便番号
	
	

	 保安規程届出書
	 210
	
	
	 電話番号
	
	

	 保安規程変更届出書
	 221
	
	
	 担当№
	
	

	 名称等変更届出書
	 620
	
	   太枠内のみ記入してください


 別添－共通１








 別添－共通２１





100kVA以下用


 隔月に１回以上





100kVA以下用


３ヶ月に１回以上





 別添－共通２１





100kVA超過用


  隔月に１回以上





 別添－共通２１





 別添－共通３





100kVA超過用


  隔月に１回以上





 別添－共通３





100kVA超過用


  隔月に１回以上





 別添－共通４





自動通報の例








 別添－共通５





100kVA超過用


  隔月に１回以上





 別添－共通６





 別添－共通７





 別添－共通８











